
１ 一般状況 

 

（１）保険者数、世帯数及び被保険者数 

   大分県の保険者数は、昭和38年度から市町村58（11市36町11村）、国保組合2、合計60保険

者であったが、市町村合併により平成 17年度末に市町村 18（14市 3町 1村）、国保組合 2、合計

20保険者となっている。 

    表１は、被保険者数及び世帯数の状況（年度平均）を年度別にみたものである。 

平成22年度における世帯数（年度平均）は市町村185,427世帯、国保組合4,894世帯、合計190,321

世帯となっており、被保険者数（年度平均）は、市町村317,018人、国保組合7,942人、合計324,960

人となっている。1世帯当たり被保険者数は1.71人となっている。 

   被保険者数は、後期高齢者医療制度の開始により、平成20年度から減少傾向にあり、前年度に比

べて1,933人減少している。 

財政調整の対象となる65歳以上75歳未満の前期高齢者数（年度平均）は、市町村で111,023人、国

保組合で503人となっている。前期高齢者の被保険者数に占める割合は、市町村で35.02%、国保組合

で6.33%となっている。 
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（２）被保険者の増減状況 

   表２は、被保険者の増減状況を異動事由別にみたものである。 

   平成22年度に市町村または国保組合に加入した者の総数は54,886人である。これを異動事

由別にみると、被用者保険の資格を喪失したことにより国保被保険者になった者（社保離脱）

が最も多く、他の市町村国保からの転入がこれに次いでいる。 

   一方、国保被保険者の資格を喪失した者の総数は55,220人となっており、被用者保険に加入

したことによって国保被保険者の資格を喪失した者（社保加入）が最も多く、後期高齢者加入

がこれに次いでいる。 

また、自然増減すなわち出生による被保険者の増と、死亡による被保険者の減の差は690人

の減、社保離脱と社保加入の差は12,890人の増（前年度に比べて4,400人の増）、生保廃止と

生保開始の差は1,437人の減となっている。 
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２ 保険給付状況 

 

（１）医療費の負担区分 

   療養諸費費用額（以下「医療費という。」）の負担区分は表３のとおりであり、医療費1,153,5

千 5百万円のうち保険者負担分（定率分）は 840億 7千 1百万円で 72.9%を、また、一部負担

金は 279億 5千 4百万円で 24.2%を占めている。保険者負担分に高額療養費と高額介護合算療

養費を加えた医療給付費は953億6千8百万円となっている。 
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（２）高額療養費及び高額介護合算療養費 

   平成22年度における高額療養費高額療養費及び高額介護合算療養費は表４のとおりであり、

高額療養費104億7千8百万円のうち現物給付分が88億6百万円となっており、84.0%が現物

給付として支給されている。 

   また、1年間の自己負担額に応じて支給される高額介護合算療養費の平成22年度中に支給決

定した額は3百52万円となっている。 

   市町村1人当たり高額療養費について年度別推移をまとめたものが表５である。平成 22年度

の1人当たり高額療養費は34,834円で前年度に比べて9.3%増加している。 
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（３）医療給付費比率 

医療費に対する医療給付費の比率（給付率）を見ると表６のとおりであり、国民健康保険全

体で82.67%となっている。 

 

 
 

（４）その他の保険給付 

出産育児給付、葬祭給付及びその他の保険給付の状況を表７によりみると、総数で7億2千

2百万円となっており、そのうち出産育児給付が6億3千万円で87.3%を占めている。 
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３ 医療費の状況 

 

一般被保険者の診療費の諸率（平成19年度以前は老人医療受給対象者を除く。）について、診療

種類別にみたのが表８から表１１であり、1 人当たり医療費について年度別推移をまとめたものが

表１２である。 

※診療費とは、診療（入院、入院外、歯科）に要した費用の額で、調剤、食事・生活療養、訪

問看護、療養費等に要する費用は含まれない。 

※医療費とは、診療費に調剤、食事・生活療養、訪問看護、療養費等に要する費用の額を含め

た療養諸費費用額のことをいう。 

 

（１）1人当たり診療費 

表８は、1人当たり診療費の年度別推移を表したものである。総数でみると平成22年度の1

人当たり診療費は284,531円で前年度に比べて4.1%増加している。これを入院、入院外、歯科

別にみると入院が5.9%、入院外が2.2%、歯科が1.2%それぞれ増加している。 
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（２）100人当たり受診件数（受診率） 

被保険者100人当たり受診件数（以下「受診率」という。）について年度別推移をみると、表

９のとおりである。総数でみると平成22年度の受診率は、971.6で、前年度とほぼ同率となっ

ている。これを入院、入院外、歯科別にみると、入院が 34.2、入院外が 814.2、歯科が 123.1

となっている。 
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（３）1件当たり日数 

表１０は、1件当たり日数の年度別推移を表したものである。総数でみると平成 22年度は2.4

日で、前年度と同数となっている。これを入院、入院外、歯科別にみると入院17.9日、入院外

1.8日、歯科2.5日となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－８－ 



（４）1日当たり診療費 

表１１は、1 日当たり診療費の年度別推移を表したものである。平成 22 年度は平均 12,095

円で前年度に比べて4.1%増加している。これを入院、入院外、歯科別にみると、入院が4.6%、

入院外が3.0%、歯科が0.9%それぞれ増加している。 
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（５）1人当たり医療費 

表１２及び図４は、一般被保険者の1人当たり医療費の年度別推移を表したものである。総

数でみると平成22年度の1人当たり医療費は351,332円で前年度に比べて3.9%増加している。 

また、65歳以上75歳未満の前期高齢者の1人当たり医療費は542,698円で前年度に比べて5.2%

増加している。 

   図５については、市町村別１人当たり医療費を表したものである。最も高い津久見市は

435,931円、最も低い九重町では300,521円でその差は1.45倍となっている。 
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４ 財政状況 

 

（１）収入、支出の構成 

図６及び図７は市町村の財政状況について収入及び支出の構成状況を表したものである。 

収入の内訳については、保険税が収入総額の18.7%、国庫支出金は26.3%、療養給付費等交付

金及び前期高齢者交付金が合わせて30.0%、共同事業交付金は12.2%を占めている。 

一方支出の内訳は保険給付費が支出総額の69.7%、後期高齢者支援金等は9.3%、共同事業拠

出金が12.3%を占めている。 

 

（２）収支状況 

表１３は、市町村国民健康保険の単年度収支の状況を示したものである。 

  ① 単年度収支状況 

市町村国保における一般被保険者分、退職被保険者等分を合わせた全体の収支状況につい 

ては、単年度収入は1,349億円8,931万円、単年度支出は1,342億1,302万円であり、単年

度収支差引額は7億7,630万円、国庫支出金精算後の単年度収支差引額は1億7,808万円と

それぞれ黒字になっている。 

② 収支差引残 

    収入総額から支出総額を引いた収支差引残は2億6,787万円の黒字、国庫支出金精算後の

収支差引残は、3億3,035万円の赤字となっている。 
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５ 保険税（料）の状況 

 

表１４は、保険税（料）の 1世帯当たり調定額、1人当たり調定額及び収納率の推移を表したも

のである。 

平成22年度の後期高齢者支援金分及び介護納付金分を含めた1世帯当たり調定額は148,319円で

前年度に比べて 2.6%下降、1人当たり調定額は 88,867円で前年度に比べて 0.3%上昇している。ま

た、収納率は90.56%で前年度に比べて0.94ポイント上昇している。 

市町村賦課状況等をみると、1世帯当たり調定額は 145,468円で前年に比べ 2.7%、1人当たり調

定額は85,086円で前年度に比べ2.1%それぞれ下降している。 

 

 

 

 

 表１５は、1 人当たり保険給付費と保険税（料）調定額（医療給付費分・現年分）を比較したも

のである。これをみると、1 人当たり保険給付費に対する 1 人当たり保険税（料）調定額の割合は

21.4%となっている。 
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